別表
	区分
	種　　目
	基　準　額
	対 象 経 費
	 補助率

	(１) 
 事
 業
 者
 に
 対
 す
 る
 激
 変
 緩
 和
 措
 置
	①事業運営円滑化事業

	「事業運営円滑化事業実施要綱」別紙により算定した額

	　障害児施設に対して、激変緩和措置として補助する経費事業所の激変緩和措置として、市町村が事業所に対して補助した経費
	  ３ 
  ４

	
	②通所サービス利用促
  進事業

	 1事業所あたり年額
 3,000千円以内の額

	　事業所が実施する送迎サービスに必要な経費（給料手当、臨時雇賃金、福利厚生費、修繕費、賃借料、保険料、租税公課費、委託費）に対し、市町村が補助した額
	  ３ 
  ４


	(２)
 新
 法
 へ
 の 
 移
 行
 等
 の
 た
 め
 緊
 急
 的
 な
 経
 過
 措
 置
	①小規模作業所緊急支
  援事業

	 １作業所あたり
 1,100千円以内の額

	　小規模作業所緊急支援事業の実施に必要な給料、報酬、職員手当等、共済費、謝金、旅費、需用費（消耗品費、燃料費、印刷製本費、光熱水費及び修繕料）、役務費（通信運搬費及び手数料）、委託料、使用料及び賃借料、備品購入費
	 １０
 １０


	
	②デイサービス事業等  緊急移行支援事業

	(1)　デイサービス緊急移　行支援事業
　１事業所あたり年額
　1,500千円以内の額
(2)　精神障害者地域生活　支援センター緊急移行　支援事業
　１事業所あたり　　　　3,000千円以内の額
	　事業所が地域活動支援センター又は個別給付への移行に必要となる運営費及び体制整備に係る経費（補助員雇上費、
備品等更新費、改修費等）に対し、市町村が補助した額

	 １０ 
 １０ 

	
	③障害者自立支援基盤  整備事業

	１施設あたり20,000千円以内の額
(事業実施要綱２の(1)改修の②については2,000千円以内の額、改修の③については5,000千円以内の額)
	　既存施設等が新体系に移行する場合等に必要となる施設の改修及び増築にかかる経費（消耗品や備品などは対象外）
	 １０
 １０


	
	④地域移行・就労支援  推進強化事業
　
　
　

	Ⅰ　グループホーム・ケ　アホーム整備推進事）
  入居者一人あたり
  133,000円以内の額
Ⅱ　就労支援事業移行初　期支援強化事業(障害者　職場実習設備等整備事　業)
  １企業あたり
  5,000千円以内の額
Ⅲ　在宅重度障害者地域　生活支援基盤整備事業
  (1)　事業実施要綱Ⅲ－　　３の①
　　１事業所あたり      　 1,000千円以内の額
 (2)　事業実施要綱Ⅲ－　　３の②
　  100円×平成１８年     ４～９月のサービス     時間×1.23
	　アパートや一般住宅等の借上げに伴い必要となる初度に係る敷金、礼金に相当する経費
　職場実習を受け入れる際に必要となる備品等の購入費、及び設備の更新等に必要な経費
(1)従事者の資質向上及び職場定着等に資する独自の取組（研修等）に要する費用、夜間支援体制を強化するために必要な備品等の整備に要する費用
(2)サービス体系の見直しに伴う重度訪問介護事業所の収入の激変緩和にかかる費用
	 １０
 １０


	
	⑤相談支援体制整備特  別支援事業

	(1)　相談支援事業立ち上   げ支援事業
  １か所あたり
　1,000千円以内の額
(2)　ピアサポート支援事   業
  １障害保健福祉圏域あ   たり
　1,950千円以内の額
	  事業所等が相談支援事業立ち上げに必要となる経費
  市町村がピアサポート強化事業の実施に必要となる経費
	 １０
 １０


	
	⑥障害児を育てる地域  の支援体制整備事業

	(1)　体験交流スペース等   整備事業
  １保健所管内あたり     3,000千円以内の額
(2)　療育器具等整備事業
  １保健所管内あたり     1,500千円以内の額
	  市町村が実施する体験交流スペース等整備事業に必要な経費
  市町村が実施する療育器具等整備事業に必要な経費

	 １０
 １０

	
	⑦障害者自立支援法施  行円滑化事務等特別  対策事業
	１市町村あたり県知事が認めた額
	　障害者自立支援法施行に伴い、一時的に必要となる賃金、共済費、報償費、旅費、需用費、役務費、委託料及び賃借料、備品購入費並びに負担金
	 １０
 １０

	
	⑧就労意欲促進事業
	「就労意欲促進事業実施要綱」別紙により算定した額
	　就労意欲促進事業として市町村が支弁した額
	  ３  
  ４ 

	
	⑨事業者コスト対策事  業
  
	(1)  会計処理システムの　改良等を行う事業者に　対する助成
　　H18実績額とし、１　施設又は事業所あたり、　県が別途定める額を上　限とする。
(2)　原油価格の高騰に伴　うコスト増に対する助　成
　前年度同時期との比較　により、増加した実績　額。但し、利用者１人　につき次に掲げる額を　基準としその範囲内と　する。
　　(1)　入所施設
　　　　 7,700円
　　(2)　通所施設
　　　　 2,500円
※  助成対象となる利用   者数は、平成18年度
  11月から３月までの平  均実利用者数（当該期   間の延べ利用者総数÷   当該期間の総開所日数）  とする。
	(1)　平成18年度において、会計処理システム（パソコン本体、プリンター、関連ソフト、本事業を達成するために必要とされる付属機器）の改良（バージョンアップを含む。）、購入（リースを含む）又は移設経費
(2)　平成18年10月1日から平成19年3月31日までにおいて、新法施行に伴う会計処理や利用者との契約締結等の事務処理を行うために新たに非常勤職員を雇用するのに要した経費
　平成18年11月から3月までに購入した暖房用燃料費（石油製品）の購入費

	 １０
 １０
　　　


	
	⑩進行性筋萎縮症者療　養等給付事業受給者　に対する激変緩和措　置事業
	「進行性筋萎縮症者療養等給付事業受給者に対する激変緩和措置事業実施要綱」別紙により算定した額
        
	　進行性筋萎縮症者療養等給付事業受給者に対する激変緩和措置事業として市町村が支弁した額
	  ３ 
  ４

	
	⑪オストメイト（人工　肛門・人工膀胱造設　者）対応トイレ設備　緊急整備事業
	１か所あたり
500千円以内の額
	　汚物流し台、カウンター、ダブルフック、化粧鏡、汚物入れボックス、衣服・手荷物用フック収納式着替え台、表示用オストメイトマークその他知事が必要と認める物品の購入等に要する経費。
ただし、工事費は除く。
	 １０ 
 １０

	
	⑫視覚障害者等情報支　援緊急基盤整備事業
	１市町村あたり
1,000千円以内の額
	　点字プリンター、自動点訳ソフト、視覚障害者用活字文書読み上げ装置、視覚障害者用拡大読書器、聴覚障害者用通信装置その他知事が必要と認める機器の購入等に要する経費。
	 １０   １０


